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要旨：石 炭灰 を主原料とした人 工 骨材を開発 するに当たり、 既存の 方法 （製造設備 、 焼成温度〉

を活 用するこ とを前提として 、 人 工 軽量 骨材 の 原料である頁岩微粉末 と混合して粒子密度 1．5

gfcm3で 、天然骨材 と比 べ て高吸水型 の 人 工 骨材を開発 した。試作した骨材は、圧壊 荷重が既

存 人工 軽量骨材 の 約 2倍 の 1000N を有し、高強度の 軽量コ ン クリート用骨材として の 活用が期待

される。
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1．はじめに

1．1　開発 の背景

現在火力発電所から排 出される石炭灰の 発 生

量 は年 間約 500 万トン にの ぼるが、電力 需要 の

増大に 伴う石 炭火力発電所の 増設 計画か ら IO

年後には約 700 万 トン に増大 することが 予測さ

れて い る。 石 炭灰の 有効利用状況は セ メン ト原

料 ，
コ ン クリ

ート用混和材 ． 土質改良材などへ の

利用が 図られ て い る 。 しか し、有効利用 率は 約

70％程度に止 まっ て い る。残 りは最終処分場 で

の 埋 め立て処理 がされ てい るが、最終処分場 の

逼迫な どと相まっ て 、 地 球的な環境対策 、 未利

用資源の 有効活用対策の 実施が望まれて い る。

石炭灰 の コ ン クリ
ー

ト分野で の 利用 として は 、
フ

ライア ッ シ ュ を大 量使用したコ ン ク リートに 関する

研究開発が行われており、新たな有効利用技術

として期待され てい る 。 また、石 炭灰の コ ン クリ
ー

ト用人 工 骨材の 原料として の 利用も有効な手 段

の
一

っ で ある 。 従来か ら石炭灰を原材料 とした

人 工 骨材 の例としては 、国内炭の 灰 の みを使 用

し石炭微 粉末を加えて焼成した発 泡型 人工 軽

量骨材がある。

1＞
また 、 最近 では石 炭灰 ，

ベ ン ト

ナイト， 石 灰石微粉末などを原料とした非発泡型

の 絶乾密度 1，8〜2 ，lg／cm3 程度の 骨材
2）などが

試作され 、実用化 が 目指され てい る。

本報は、有効利用量の 少ないJIS規格外 の 石

炭灰 の 活 用 を前提に頁岩微粉末を混合，造粒

して 焼成し た 石 炭灰 人工 骨材の 製造方法に 関

するもの で ある 。

1．2　開発の 目標

石 炭灰を活 用 した新しい 骨材を開発す る に あ

たり、その 開発 目標を以下の ように計画した。

）1

2）

3）

4）

既 存 の 人 工 軽量骨材 製造設 備による製造

が可能で 、 低 品質の 石 炭灰を多量 に活 用で

きるこ と。

新しい 骨材を使 用した コ ン クリートの 単位 容

積質量が 2．Ok9！　2 以 下 の 軽量性 を可 能と

する骨材 の 密度 （絶乾密度で 約 1 ．8gXcm3

以下）を有す ること

コ ン クリ
ートの 圧縮 強度 80N ∠mm2 程度まで

が 可能な骨材強度 （圧壊荷重 1000N 以上）

を有すること。

使用時の 骨材 に
一

定の 含水率 （15 ％程 度

以 上）を付与でき、これ による自己養生機能

が期待できる高吸水型骨材であること。
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表一2 石炭灰 の 化学 成分
2．材料

2．1　 頁岩微粉末

使 用した頁岩微粉末は 千葉県 安房 郡 産

で あり、 人 工 軽量 細骨材原料用に粉砕され

たもの をさらに微粉砕して用 い た 。 表
一1に

頁岩微粉末の組 成分析例を示 す 。 また 、 図
一 1

に その 粒度分布及 び粒径加積 曲線を示す 。

表一1 頁岩微粉末 の 化学成分

SiO2
（％）

Al203
（％）

ドe203

（％〉

FeO
（％）

MgO
（％）

CaO
（％）

Na20

（％）

K20

（％）

強，…
減量

　％

53．928 ．83 ．231 ．210 ，953 ．440 ．580 ．394 ，70

SiQ2
（％）

AI203

（％）

Fe203

（覧）

FeO
（％）

MgO

（％）

CaO

（％）

Na20

（％）

K20
（％）

強 、．、
減量

　 ％

69．313 ．12 ．291 ．911 ．60L621 ．312 ．375 ．58
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石 炭灰 は 常磐共 同火力 （株）勿来 発 電所か ら

副産されたもの を使用した 。 化学成分を表 一2に

示 す 。 また、その 粒度分布及 び粒径加積 曲線を

図
一2に示 す 。

2．3 粘結剤

粘結剤としてベ ン トナイト及び 特殊増粘剤を使

用 した。

3．原料配合の 決定

3．1　人工 骨材の 原料配 合試験

前述 した開発 目標 に最適な人 工 骨 材 の 原料

　 　 　 　 　 　 s

I　　　　 lO　　　 100 　　1000

粒 子径 （μ m ）

図一2 石 炭灰 の 粒 度分布

配合を決定す るため、石 炭灰 の 原料配合割合を

10％ ず っ 変化させ て 、直径 13   程 度の 球 状

に造粒 した。焼成 は写真 一1 に 示す 電 気炉 を用

い た。焼成時 の 温 度条件 を図
一3に 示す、温 度

条件は 頁岩単味をロ
ー

タリ
ー

キル ン 実機 にて 焼

成した場合 と骨材粒 子 密度が 同等となる様に設

定した。焼成した骨材 の 絶乾密度、24 時間吸水

率を JISAll35 「構 造用軽量粗骨材の 密度及

び 吸水率測定方法」に準じて測定した。また、圧

壊荷重 は JIS　Z　8841「造粒物
一
強度試験方法」

に より測定 した。

写真 一1 電気 炉
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骨材の 絶乾密度を図
一4 に、24 時間吸水 率を

図
一5に、圧壊荷重を図 一6にそれぞれ示す。

また、骨材 の 外 観 及 び断面 を写真一2，3にそれ

ぞれ示 す 。 石 炭灰混 入 率 5Q ％ 程度 で 絶 乾密 度

及 び圧壊荷重が最大値 を示して い る。 24 時間

吸水 率は石 炭灰 の 混入 率 の 増加 とともに増加 す

る傾 向を示 して い る 。 同図 に は そ れぞ れの 配 合

割合で の 骨材 の 絶乾密度から計算した、80％飽

和吸水率 （使用 前に骨材 空 隙の 80％ を飽 水 さ

せて使用するとして）を示 す 。 目標 の 吸水率は 、

石 炭灰 の配合割合として 50％以 上が必 要である。

そ こで 、 当初の 開発 目標より石 炭灰配 合割合を

70％あるい は 60％ に決定した 。
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図一4 石 炭 灰 混 入 率 の 変 化 に よる絶 乾 密 度の 変 化

写真一2 電気炉骨材外観
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写真一3 電気炉品断面

32 　成型試験

実機焼成に先立ち成型物の 強度増加を図るた

め ベ ン トナイトと粘結剤 の 種類や 混 入 率 を変え

てそ の 強度を測定した。骨材原料に粘結剤を加

えた後 、 含水 率20 ％ 及び 17 ％ に なるように加

水 ・混練した。押出成型機 に より直径 10mm 、長

さ10mm 程度の 円柱状に成型し、3m の 高さより

落下させ 落下後の 成型 物 に生 じるクラッ クの 発

生率により強度を測定した。この ような方法により、

成型物 の 強度を確保 するため の 最適な増粘剤

の種類と量を求めた 。 表
一3に 粘結剤 の組合せ

と試験結果 の
一

部 を示 す 。こ の 結 果 よ り粘 結剤

は ベ ン トナイト5％ 、増粘剤 0 ．4％ の 組 合せ で 実

機焼成時の 成型 を行うこ ととした。

製造フ ロ
ーを図一7に示す 。 骨材材 料を受け入

れた後 、 含水率約 2Q ％ になるよう加水 ・混練 し、

押出成型機により直径 5〜13mm 、長さ10 〜15

mm 程度の 円柱状 に成型した。焼成は長さ60m 、

直径 3．0 皿 （焼成帯直径 3 ．8m ）の ロ ータリーキ

ル ン にて 行 っ た 。 焼成温度は、キル ン 挿入 口 で、

約 250 ℃ 、キ ル ン 内焼成帯で 約 1100℃ で ある。

石 炭灰 頁岩微粉末

ベ ン ト

ナイト
特殊増

粘剤

†
混合
　 　 水

一十H十汗 Hト　混練

造 粒　 、
lr

ロータリーキ ル ン

図 一 7 製造フ ロ ー

表
一3 成型強度試験結果例

粘結剤 （外 割）

No ．
石 炭灰

混入率
　（殉

ベ ント

ナ イト

　 ％

増粘剤
　（黝

成型物

含水率
　（嚇

3皿 落下

クラック

発生率

　 （ 

20 16．0
5

17 10．0

ー
　
　

　

ワ】
　
　

3
　
　

　

4昌

60 04

20 15．0
10

17 8．5

4．実機製造

原料配合 及び成型試験 の 結果を基に実際 の

人 工 軽 量骨材 製造 プ ラン トで 実機 製造 を行 っ た。

4．1　 第 1回実機焼成

　 第1回 目の 実機 焼成 で は、石 炭灰 の 配 合割

合を70 ％ で 実施 した。焼成時 の ロ ータリーキ ル

ン へ の 挿入 量は 19 ．2ton／h で、合計 52．7ton

を挿入した。 焼成された骨材量は、32，6ton で

あっ た 。 よっ て収率は約 60 ％ となる 。 収率 の 低

下 は造粒物 の 強度 不足 の た めキ ル ン 内部で の

撹拌に よる摩滅粉化 によるもの で ある 。 焼成した

骨材 の 物性 を表
一4 に示 す 。 試 験方法 は原料

配合試験と同 様で あるが、圧壊荷重 に つ い て は 、

寸法 10〜15mm で 、直径方向に加圧 した。第1

回 目の 実機 焼成で は、絶乾密度及 び 24 時 間

吸水率は 目標に達したが、圧壊荷重に つ い て は
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目標とした強度が得られなか っ た。

表
一4 第 1回 焼成品試 験結果

石 炭灰

混入率
　（％）

絶乾
密度

（9／cm3 ）

24時間

吸水率

　（％）

実積率
　（％）

ふ るい分け試験 （通過率）圧壊

荷重

（N）

単位容

積質量

（kg／2） 2015105
粗粒 率

701 ．5217 ．23271 ．0了369 ．510010086375 ，62

表一5 第 2回焼成品試験結果

石炭灰

混入率

　（％）

絶乾

密度

（9／cm3 ）

24時間

吸水率

　 

圧壊

荷重

（N）

単位容

積質量

（kg／£ ）

実積率

　（％）

ふ るい 分け試験 （通過率）

粗粒率

2015105

601 ．518 ．211361 ．01667 ．410010084445 ．57

4，2　第2回実機焼成

第 2回 目の 実機試験は、第 1回 目の結果を受

け、造粒物の 強度向上の ため、石炭灰 配 合割合

を60 ％ に して 、 新たに開発した粘結剤を用い た。

n 一タリーキ ル ン へ の挿入 量は 19．4tOn／h で 合

計61 ．5ton挿入 した 。焼成 した骨 材量 は 37 ．　O

ton で あっ た の で 、収率は 60 ．2 ％ で あっ た。焼

成した骨材 の 物 性 を表
一5に示 す。また 、写真

一4に 外観を、写真 一5に断面を示す e 図一8 に

骨材 内部 の 微細構造を確認 するため 水銀圧 入

法により測定した細孔径分布を示す。絶乾密度

は第1回 とほぼ同等だっ たが 、
24 時間吸水率に

つ い て は 低下 した。そ の 後の プ レウェ テ ィン グで

は吸水率 且5〜 16％を確保した。圧 壊荷重に っ

い ては大幅に増加した 。 総細孔量 に つ い て は、

120

100

範 8。

 

3
囓 60

帚

累
　 40
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0

粒径 10
〜

15mm

総細孔 量 111mm
’

ノg

　 　 　 ，！、、、　　 ノ　　　　　　　ヘ　　　　　　　　ノ　　　　　　　　s

丶
丶

／ 　　　 丶
　 　 　 　 　 丶
　 　 　 　 　 　 、
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　　 細 孔半径 （nm ）

図
一8 骨材細孔径分布

111 
3
！g 樋 常 の 人工 軽量骨材よりも少なか

っ た。

写真 一4 第 2回実機品外観

写 真一5 第2 回実機品断面
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4．3　骨材試験結果

第2 回 目の 実機焼成にて製造された骨材 に っ

い て JISA5002 「構 造 用 軽量 コ ン クリ
ー

ト骨

材」試験を行 っ た 。 試験結果を表
一6に示す 。 本

骨材は 、化学試験 にお い て はす べ て の 項 目で

適合し、物理試験結果より区分 HA に適合する。

また、コ ン クリ
ート試験結果より区分419 に相 当

する。 よっ て 、本 骨材は人 工 軽量骨材 HA − 419

に 適合する骨材で ある 。

　　　　　　　　　　　　　　表一6JIS 　 A　 5002 に よる試験結果

化 学試験 物理試験 コ ン クリート試験

強熱
減 量

（％）

SO3
（％）

NaCl
（％）

絶乾

密度

（9／cm3 ）

表 乾

密度

（9／cm
ヨ
）

24時間
吸水率
　（％）

有機

不純物

粘土

塊量

（％）

単位容

積質量

（kg／2 ）

実積率
　 

単位容

積質量

（kg／の

圧縮
強度

（N／mm2 ）

試験値 0．090 ．170 ．0011 ．51 ．66 ．64 標準色
より淡い

0．030 ．966531 ．94348 ．2

規格値
1

以下

0．5
以下

O．01
以 下

L5以 上

2，0未満
一 一 標 準色

より淡 い
1以 下 一 60以上

1．8以上

2．0未満

40
以 上

5まとめ

今回 の 実機 製造 試験 により以下 の こ とが 明ら

か に な っ た。

1）　 既存 の 人 工 軽量骨材製造方法 （製造設備、

　　焼成温度）で石 炭灰 を主原料とする骨材 の

　　製造が可能で ある 。

2）　 石炭灰 配 合割合 6Q ％ で 、絶乾密度 1．51

　　9／cm3 ，
24 時 間吸水率 8 ．2 ％ ，圧 壊荷 重

　　 1000N を満足する人 工 骨材が得られた 。

3）　頁岩微粉末と石 炭灰 の 配合割合で 焼成後

　　 の 骨材 の 物性をコ ン トロ
ー

ル できる。

4） 製造された骨材は、JIS　 A 　 5002 「構造 用

　　軽量コ ンクリート骨材」の 区分 HA − 419 に

　　適合する人工 骨材で ある。

5）　今 回 の 製造では 、収率が低か っ たが、今後

　　 の 習熟により収率は上がるもの と思われる 。

6）　骨材の 特性 を活かして、自己養生効果を持

　　 っ たコ ン クリ
ートへ の 活用が期待される。
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